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経済学研究 44-2
北海道大学 1994.9

事故の抑止に関する経済分析
一一責任制度を中心に一一

小林好宏

はじめに

本稿は，事故の抑止と安全の問題を経済分析

の視点から解き明かす事を目的にしている。こ

の分野についての研究は， 1970年代から活発に

なった。法の経済分析は，特にシカゴ大学の

ロー・スクールを中心に展開されてきたが，事

故の抑止や事故後の処理に関する法的問題を経

済分析の視点で最初に明きらかにしたのは，

イエール大学のカラブレジ The Costs of 

Accidentsりであった。これをわが国で更に分析

的に推し進めたのは，浜田宏一「損害賠償の経

済分析J2)である。

事故や安全に関する法の経済分析の視点は，

基本的には社会的損失を最小にする制度を設計

することである。しかし同時に，事故抑止のた

めの制度，あるいはいったん生じた事故につい

ての事後の処理の/レールは，費用最小化あるい

は効率という視点だけではなく，公正という視

点からも決められるべきである。公正なノレール

は，法のあり方として最も重要であるが，これ

を経済におきかえて言えば，所得分配の公平と

いう問題になる。

事故処理に関する法学的発想と経済学的発想

には共通する部分もあるが異なるところもあ

る。例えば米国におけるガンコントロールをめ

ぐる論議をとりあげてみよう。もともと米国に

1) Guido Calabresi; The Costs 01 Accidents一一-A
Legal and Economic Analysis， Yale University 
Press.1970. 
2)浜田宏一『損害賠償の経済分析』東京大学出版会1977

おいては，開拓時代以来の伝統で個人が自衛す

るという意識が根強いから，銃の所持を主張す

る立場も相変わらず多いという。しかし，もし

仮に，銃の所持に大多数が否定的であったとし

ても，銃の規制については議論が分かれる。経

済学の考え方から言えば，最も安いコストで銃

を規制する方法を採用しようということにな

る。例えば人びとから完全に銃をとりあげる万

狩り方式がある。これには膨大なコストを要す

る。これに対して，警察力を強化して銃の悪用

の取り締まりを強化するという方法もある。同

じ効果をもたらすのに，どちらがより安いコス

トで可能かが問題になるであろう。

しかし法学的考え方では必ずしもそれだけで

はない。銃による犯罪の絶滅が最優先されるべ

き目的であるならば，どんなにコストをかけて

も万狩り方式で「銃狩り」をやるべきだ，とい

う考え方がありうる。

法は正義を実現するためのものであるから，

正義の価値とそれを実現するのに要するコスト

との比較で常にものごとを考えているわけでは

ない。例えば川に100円のコインを落として，も

しそれを拾うのに500円かかるとすれば，人はそ

れを拾おうとはしないが， 100円を盗んだ、とい

う疑いをかけられたなら，その疑いを晴らすた

めには1000円でも1万円でもかけるだろう。人は

名誉のためには，たとえどんなに裁判費用がか

かろうともそれを守ろうとするかもしれない。

人びとの法行動にはそうした部分が含まれる。

法の経済分析の考え方では，公正な所得分配の

問題はとりあげられるが，名誉の価値までは射
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程距離内には入っていないというべきであろ

う。もちろんその場合，名誉の価値があたかも

測定可能であるかのように考え，名誉の価値と

それを守るためのコストとの比較秤量を行うと

いうことは理屈の上では可能だが，実際的では

ない。

法の経済分析の考え方では，犯罪と刑罰につ

いても，犯罪のもたらす社会的損失と刑罰に要

する費用が考慮され，刑罰については，むしろ

罰金を課すことが一般的には望ましいという結

論が導出されうる(例えばBecker，“Crimeand 

Punishment")九しかし，それは果たして正義

の実現に適っているか，という点になると疑問

が提起されるであろうし，凶悪犯はどんなにコ

ストをかけても社会から隔離すべきだ，という

考え方もありうる。その点で法的判断と経済学

的視点は異なる。

法の経済分析の考え方は刑事事件にまで拡大

すると，その適用範囲には限りがあるかもしれ

ない。しかし民事事件の多くは，法の経済分析

の考え方で解決することがのぞましい。

本稿は交通事故をはじめとする事故の社会的

損失を最小にするような法制度の問題を，法の

経済分析の立場から整理し，今後の研究にまた

れる問題について，その解決の方向づけを示す

ことを目的としている。

筆者は事故の社会的費用を最小化するという

視点から事故防止及び事後処理を問題にしたと

きに，最適な問題解決の方法を明らかにするこ

とを最終的な目的としているが，そのための政

策手段と問題点は種々ありうる。例えば事故の

防止にかける費用は，事故の社会的費用に含ま

れるが，それによって事故そのものを減らすこ

とにより，事故の社会的費用を減少させること

になるかもしれない。その場合，防止費用は誰

が負担するのが妥当か。それは防止手段，装置

の性格によっても，事故の影響の及ぶ範囲によ

3) Gary S.Becker，“Crime and Punishment: An Eco-
nomic Approach，" Journal 01 Political Economy， 
V 01 76， march/ Apri1 1968. 

っても異なるであろう。防止装置が潜在的加害

者すべてにとっての事故防止手段となりうる場

合，そして事故の影響が広範囲に及ぶ場合は，

公共財として社会が負担するという考え方もあ

りうる。

また，事故抑止の方法には，法的規制もある

い経済的インセンティブを活用して誘導する

方法もある。事柄の性質によっては，いずれが

有効か異なるかもしれない。

事故が生じた場合の責任ルールの設定の仕方

は，事故の社会的費用最小化の重要な要因であ

る。

このように，事故抑止については，さまざま

な問題が含まれる。本稿ではこれらの中で，特

に費用最小化をもたらす責任ルールのあり方に

ついて検討する。

費用最小化をもたらす責任ルールについて

は，すでにこれまでの研究の中で明らかにされ

てきたところであるが，数値例にもとづくもの

が多い九本稿ではこれをできるだけ単純化か

っ，一般化して示すことを心掛けた。まず第1節

で，事故抑止をめぐる問題を整理する。第2節は，

費用最小化をもたらす責任ルールについてま

ず，交通事故を例にとりあげる。第3節は環境汚

染のケース，第4節は製品欠陥のケースをそれぞ

れとりあげ，責任ルールと費用最小化の関係を

できるだけ一般化して示す。

1.事故の抑止をめぐる問題の所在

交通事故あるいは製品の欠陥による事故を抑

止したり，あるいは事後の処理を行うにあたっ

ての法制度の目的は，第1に，事故の減少，軽減

に資するものであること，第2に被害者救済であ

り，それに加えて第3には，処理制度自体の運営

4)たとえばA.M.Po1insky;An Intoroduction to Law 
and Economics， 1983原田博夫・中島巌訳「入門法
と経済学~ CBS出版1986は，すべて法と経済にかか
わる諸問題を数値例で説明している。本稿は，これ

を参考にしながら，できるだけ一般化するよう努め

7こ。
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のための費用を逓減することがはかられねばな

らない九経済分析の観点から言えば，第1と第

3は効率の観点であり，第2は公正の観点である。

このうち，第2の公正の視点を別とすれば，第1

と第3の効率の視点は，換言すれば費用最小化の

視点である。基本的には，事故の社会的費用を

最小化する問題である。

事故の社会的費用は，①事故そのものによる

損害，②事後処理費用(裁判にせよ示談にせよ，

事故後の処理に要する費用)，③事故防止費用に

分けることができる。交通事故であれば，①交

通事故による損害，②裁判費用等の事後の処理

費用，③歩道橋，ガードレール，信号機，交通

巡査の人件費等，がそれぞれ対応する。犯罪で

あれば，①犯罪による被害者の損害，②犯罪捜

査費用，裁判費用，犯罪者を処罰するのに要す

る費用(刑務所の設備，運営の費用)，③犯罪予

防のための警察活動を含む諸費用，というのが

これに対応する。

こうした費用を最小化することが経済的視点

からみた事故抑止の目的である。この場合①事

故費用と③防止費用との聞にはトレードオフの

関係がある九ここから経済学的に解決すべき

問題点の一つが出てくる。それは社会的費用を

最小化する最適な防止費用のかげ方をめぐっ

て，いくつかの間題に分かれる。ひとつは，こ

れを誰が負担するかということである。もうひ

とつは付随する問題として，安全対策が進むと，

人はかえって安心して注意を怠るかもしれな

い，という問題である。これは保険にともなう

モラルハザードの問題と同じである。

一般的に言って，事故防止や事故処理制度(責

任制度等)は，人びとの安全志向，用心を高める

こと，すなわち安全へのインセンティブを高め

ることを必要とする。

5)小林秀之，神田秀樹『法と経済学入門』弘文堂 1986，
第l章参照。
6)この点については，拙稿「事故の社会的費用と抑止
のインセンティブJ r経済学研究」第43巻2号 1993 
年9月，を参照されたい。

誰が防止費用を負担するか，という問題は，

大きく分げると当事者負担か公共負担か，とい

う問題と，当事者負担とすれば潜在的加害者負

担か潜在的被害者負担か，あるいは双方負担か，

という問題につながる。交通事故防止を例にと

れば，歩道橋，ガードレール，信号機等，公共

財的性質を持つものは公共負担であるが，自動

車の安全性能を高めるための装置も防止費用で

あって，装置の取付けを公共負担によって義務

づけるという考え方もありうるが，一般的には

自動車メーカーが負担し，価格に転嫁されて最

終的にドライパーが負担することになるであろ

つ。

防止費用と事故の損害を含めた社会的費用の

トレードオフ関係という視点から最適な防止費

用を求めるという問題も，このようにみてくる

と負担の仕方によって影響を受ける。

社会的費用最小化の問題は，基本的に①損害

負担のあり方，②責任制度のあり方，③事故防

止の方法，の三つに依存している。例えば交通

事故を例にわが国の制度の特徴と問題点をみる

と，次のように言うことができる。現行制度は

立証可能な自動車損害賠償制度と言われ，過失

相殺制度である。したがって過失責任制度であ

るが，実際の運用では相対的無過失責任とも呼

びうるほどで，保有者責任に近い。人的損害に

関しては限りなく無過失責任に近い。しかし過

失相殺制度が認められている。

損害賠償は強制保険があるため，保険によっ

て支払われる。保険は注意義務へのインセン

ティブを弱める。過失責任制は無過失責任制に

くらべ注意義務を強める筈であるが，保険制度

によって賠償がなされるため注意義務に影響し

ない。これは保険制度のもっている問題点でも

ある。

次に被害者救済が不充分であること，過失認

定に費用がかかることが指摘される7)。

自動車事故について，誰が事故の救済費用等

7)小林・神田，前掲書16-17ページ参照。
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を負担するかということについてふれてみる

と，基本的には①加害者負担，②加害者負担で

あるが保険制度でカバーする，③社会保障(税)

で負担する，という三つの仕方がある。現実は

②である。加害者負担と社会保障で負担すると

いうこととの聞にどのような違いが，あるいは

問題点があるか考えてみよう。容易にわかるこ

とであるが，ひとたび、生じた事故に関しては，

当事者(加害者)が負担するというのが妥当であ

ろう。これに対して社会保障で負担するという

場合，考えられることは，加害者の支払い能力

を越えた場合に被害者救済のために不足分を社

会保障で負担するという考え方がある。それに

対して加害者の支払い能力の如何にかかわらず

被害者を社会保障によって救済し，加害者に対

しては罰金なりその他のペナルティを課すこと

によって，事故抑止へのインセンティブを強め

ようという考え方がある。刑事事件の場合はこ

うした考え方が適用される可能性があるが，民

事事件の場合は，損害賠償制度によって市場取

引になぞらえたかたちで処理されるのが一般的

である。

ところで，社会保障で支払うということは公

共負担を意味するが，事故防止費用の負担につ

いては，公共的負担の考え方が充分ありうる。

すでに見たように，公共財的性質を持つものは

一般に公共負担であるが，当事者負担が妥当な

もの(クルマの安全装置，高性能のブレーキ等)

は当事者負担であろう。このように負担のあり

方の問題は，さまざまな経済的問題を内包する。

ここでも最適な選択の問題が発生するのであ

る。

次に責任制度のあり方については，過失責任

か無過失責任かをめぐってこれまでも，最も多

く論じられてきた。この場合，基本になるのは

最安価損害回避者は誰かということである。加

害者，被害者の交渉によって問題解決をはかる

際，取引費用を要する場合には，どちらに責任

を課すかで損害防止費用が異なる。責任制度の

あり方がそこで問題になってくる。

社会的費用最小化のための第3の問題は，事故

防止の方法である。ひとつは市場メカニズムを

通じて事故防止へのインセンティブを高めるや

り方であり，市場的誘導あるいは市場アプロー

チと呼ばれる。もうひ主つは禁止や規制による

もので，これは潜在的な加害者全体に対して禁

止や規則を加えることになるから，集合的禁止

アプローチとも呼ばれる。この場合も，いずれ

が社会的費用を節約するかが問題になりうる。

以上をまとめて，事故の社会的費用節約とい

う観点、からみた経済学的に重要かつ興味深い問

題を整理してみると次のように示すことができ

る。

(1) 防止費用と事故費用(救済費用)にはト

レードオフ関係があるが，両者を含めた社

会的総費用を最小化するための最適防止費

用のあり方

(2) 防止費用の負担のあり方一一私的財的な

防止装置と公共財的な防止装置(当事者負

担か公共負担か)

(3) 事故一般についての負担のあり方一一一加

害者負担か社会保障か，社会保障による場

合は，どのような根拠によるか一一一。

(4) 責任制度のあり方

(5) 市場的規制か禁止によるか一一いずれが

費用最小化に役立つか。

これらの問題について，より掘り下げて分析

することが事故，安全についての経済分析の基

本課題である。筆者はこれらの問題を今後，テー

マとして順次とりあげ分析を進めようとするも

のであるが，本稿では，さしあたりこのうち責

任制度のあり方が費用最小化にどのように影響

するかをとりあげる。この問題については，法

の経済分析の立場で，これまで最も議論が進ん

でいた領域と言えるが，これまでの議論をでき

るだけ一般化しうるように整理して示すことを

心掛ける九中心的な事例としては交通事故を

8)法の経済分析では，たとえば後にみる最安価損害回
避者は誰か，すなわち最も安いコストで損害を回避
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とりあげるが，これに環境汚染と製品欠陥をめ

ぐる問題も加えて検討を進める。

2.責任ルールと効率的解

自動車事故の場合

事故の損害を誰に負担させるか，すなわち損

害賠償責任ルールの設定についての経済学的考

え方は，最安価損害回避者に負担させるべきだ

というものである。したがって最安価損害回避

者が誰かということがこの場合の問題である。

加害者，被害者のいずれが損害を負担しでも，

当事者間交渉等における取引コストがかからな

ければ，社会的費用を最小化する資源配分上効

率的な解が得られる，というのが有名なコース

の定理9)であるが，現実には取引コストがか

かつてくることが多い。取引コストがゼロでな

いならば，いずれが負担するかで解が変わって

くる。そこから最安価損害回避者の考え方が出

てくる。

責任Jレールのあり方と効率的解の関係は，

ケースノfイケースで具なってくる。これまで多

くの文献で数字例にもとづく説明はしばしばな

されているが，一般的な解を導出するのはむず

かしい10)。本稿では，どういう前提があれば一般

的な解に接近できるかを明らかにしたい。まず

しうる者は誰か，という問題ーっとりあげても，ケー

スパイケースで異なる。事故防止に要するコストは，

当事者の規模，技術力等によって異なるからである。

一般解が容易に得られないという点が，経済学者を

してこの問題に容易になじめなくさせている理由の

ーっと思われる。

本稿では、できるだけ一般的なケースについて，

一般的な解をうるように努める。

9) R.H.Coase，“The Problem of Social Cost，" Journal 
01 Law and EconomiιS， 3.0ctober 1960.邦訳宮
沢健一，後藤晃，藤垣芳文『企業，市場，法』東洋

経済新報社， 1992年第5章社会的費用の問題。

10)たとえばポリンスキー前掲書，第6章交通事故，

同じく小林，神田，前掲書において第6章で最安価

損害回避者について説明している際の数値例を参照

されたい。

自動車事故のケースについて検討してみよう。

当事者はドライパーと歩行者である 11)。

歩行者は事故の回避についての選択手段を持

たないと仮定する。ドライパーは，自動車の走

行によって得られる便益を最大化しようとす

る。社会的には，自動車走行による総便益から

事故による損失を差し引いた純便益が最大化さ

れるのが望ましい12)。記号を次のように定める。

B 自動車の走行による総便益

EC:期待事故費用

S 自動車の速度

総便益Bは速度Sの増加関係であるとしよう。同

様に期待事故費用ECも速度Sの関数である。

B=B(S) 

EC=EC(S) 

と仮定する。

純便益NBは

NB=B-EC 

dB， ^ d2B 
一一>0， :;c-; < 0 dS ~ v， dS 

dEC ̂  d2EC 
~~~> 0 一一三一>0dS ~ v ， dS 

である。したがって純便益最大化は

dNB dB dEC ^ 
dS dS dS一り

で与えられる。

dB dEC 
dS-dS 

すなわち，限界便益=限界期待事故費用のもと

において，純便益最大化が達成される。純便益

最大化の充分条件は

d2NB 
-ーヲー<0
dS 

11)自動車事故に関して，損害賠償の当事者は，自動車

メーカー， ドライパー，自動車の所有者，歩行者等

であるが，ここでは議論を単純化するために， ドラ

イパーと歩行者の関係のみに限定する。

12)この分析の簡単な説明は，ポリンスキーの前掲書，

第6章において数値例で示されている。数値例の場

合は，数値例のとり方で答えが変わることも考えら

れるので明確になりにくい。ここでは，できるだけ

一般的なかたちで示すこととした。
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同士の衝突事故などをないと仮定しよう。すな

わちドライパー自身の損害がないとすれば，

B=NBであるから， Bが最大になるSの水準は
dB 
一一=0であり，そこまでスピードを出すだろ
dS dB 
う 一一>0の前提のもとでは，スピードの限界。dS
まで達する，ということになる。このようなケー

スは考慮の対象外であるから除く 14)。

究研学済

d2EC， ~..-+--. ..，-_. ，-，; 
-..1~;> 0が充たされていれば成り立ちうる。こ
dS 
の条件は，速度によってもたらされる限界便益

が逓減すること，速度が増えるほど期待事故費

用が増大することを意味する。これはほぼ現実

的な仮定と言える。グラフで示すと次のように

なる 13)。

経

d2B 
すなわち一一<0， 
dS2 

これは上の条件，

6 (100) 

である。

B
 
N
 

¥
 

¥
 ?

?

 

/
 

/
 

厳格責任(無過失責任)

最初に厳格責任あるいは無過失責任ルールに

ついて考えてみよう。この場合， ドライパーに

とっての純便益は図1におけるNB曲線に等し

い。なぜならEC曲線はドライパーにとっての期

待事故費用でもあるからである。したがって事

故費用が常にドライパーの負担となる無過失責

任制においては，最適速度S*が当然選択され

る。

B 

EC 

図1

B.EC 

過失責任

次に過失責任制の場合を考えよう。歩行者の

飛び出し等を無視し，もっぱらスピードのみが

過失の有無の判断基準としよう。すなわち，

ライパーがスピードを出し過ぎたならドライ

ノてーに過失があったと見倣し，適度なスピード

であったなら過失はないとするのである。この

場合，注意義務の水準をどこに設定するかが問

題である。もし図1の?が測定できるなら， S*以

上のスピードを出した場合， ドライパーが有責

である，とすることができる。

ドライパーにとっての純便益NBは， S*にお

いて最大となる。?以上のスピードを出したな

ら期待事故費用ECを考慮しなければならない

が， S*以下のスピードであれば，ドライパーに

とってECはゼロになる。したカまって， ドライ

ノfーにとっての便益曲線と期待事故費用曲線は
dB 

図2のように示され， NBニBとなり，一一>0の
dS 

前提，すなわち右上がりの便益曲線が描かれる

ド

S 

図1において，横軸には速度Sを，縦軸には便益，

費用を測っている。純便益NBが最大になるよ

うな最適速度は?である。

この単純モデルにおいては，すべてドライ

パーがどのようなSを選択するかにかかってい

る。ここでの問題は，責任ルールのあり方がド J

ライパーのSの選択にどのような影響を与える

かをみるものである。すなわち責任ルールのあ

り方でS*が得られるかどうかをみようとする

ものである。

まず，加害者に責任がなく被害者が完全に泣

き寝入りするというケース(無賠償責任制)で

は， ECは歩行者にとっての期待事故費用であっ

て，ドライパーはECを考慮していない。自動車

14)実際上は，無賠償責任ルールのもとでも，ドライパー
はスピードの限界まで出すことはないであろう。EC
がBよりもSの大きい範囲においては急勾配である。

d2B， ~ d2EC 
13)もし一一言>0， --'~;-< 0 ならば，スピードを出すほdS2' v， dS 

d2B 
ど純便益は高まる。一τ>0である場合が最も現実

dS 
的な仮定であると言える。
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図2

B，EC 

B 

/ 
S 

S' 

限り， S*ぎりぎりの速度をまもれば，純便益NB

は最大になる。したがって，効率的解が得られ

る。しかし注意義務水準が?より高い水準S'

(言いかえればドライパーにとってゆるい制

約)に設定されたりすると，効率的解は得られ

なくなる。厳しい水準(低いS)が設定されたな

らば， S*より低いSの水準S"からドライパーは

ECを考慮せざるをえない。他方ゆるい水準(高

いS)が設定されたならば，その水準S'から先の

ECのみが考慮される。

この状況は図3に示される。注意義務水準がS'

の場合(ゆるいケース)では，期待事故費用EC

はaから右の範囲である。したがってNBが最大

になるのは宮をすぐ下廻るSの水準である。そ

こではNB=Bである。注意義務水準がS"の場

合，ドライパーはS"を上回る範囲すべての領域

でECを考慮する。EC曲線はbから右側に示され

るO

V以下の速度で走るなら，その範囲では， B=
dB~ A ~~ 

NBとなる >0の則提があるから， S"をす。dS
ぐ下廻る速度のときに， BがS*のもとでのNB

を上廻る限り， S"が選ばれる。もしS川に注意義

務水準が設定されたとしよう。 S川のもとでのB
dB 

が， S*におけるNBと等しかったなら， -:;;::-> 0 
dS 

の前提のもとでは， S川以下の速度でのBは， S* 

のもとでのNBを常に下回るから，結局S*が選
ばれる。したがって，過失責任制のもとでは，

図3

B.EC 

B 

EC 

a 

S 
S川 S" S' S' 

注意義務水準をできるだけ厳しく設定すること

によって，最適速度S*が選ばれることになる。

言いかえれば無過失責任制と実質，同じほどに

厳しい注意義務水準を設定することによって，

効率的水準?に近づけることが可能になる。

歩行者側が期待損失額に影響を与えうる場合

これまでの議論は， ドライパーの便益のみを

考慮し，歩行者は期待損失額に影響を与えるこ

とはできない，という前提にたっていた。しか

し歩行者の注意によって期待損失に影響がある

場合を考慮すると，責任制度のあり方で解は異

なってくるかもしれない。まず歩行者は歩く(注

意深い)，走る(不注意)の二つの選択があると

しよう。しかし歩くか走るかは注意深いか否か

であって，歩行者の便益には関係ないとしよう。

図4-aは，歩行者の注意を導入した場合の便

益と費用の関係を示している。歩行者の不注意

は(走ることは)， EC曲線を図4-aにおけるよう

にEC1からEC2へとシフトさせる。

EC曲線が平行移動すると仮定するなら， NB 

が最も大きくなるSの水準，すなわち?は変わ

らない。ドライパーに対する厳格責任制が採用

されるなら，結論は変わらず，ドライパーは?

を選択する。しかしここで注意しなげればなら

ないのは，歩行者の便益が考慮されていないと

いう点である。 EC1を選択するかEC2を選択す



たり歩行者の便益は捨象して，歩行者の注意の

みが期待事故費用に影響するものとする。

厳格責任制のもとでは，すでに示したとおり，

Yが選択される。しかし，歩行者がEC1(注意深

い)をとるか， ECz (不注意)をとるか，すなわ

ち歩くか走るかは，わからない。もちろん現実

には自動車事故のケースでは，命にかかわるか

ら期待事故損害額を考慮するかしないかが歩

行者の注意力に影響を与えるというものではな

いが，ここでは純経済的に推論を進めている。

厳格責任のもとでは，事故の責任はドライパー

にすべて帰せられるから，歩行者は必ず補償さ

れるので，歩くか走るかはECとは無関係であ

る。では，歩行者に注意を促し，歩かせる，す

なわちEC1をとらせるにはどうしたら良いか。

過失責任の場合，もし歩行者が走ったならば

歩行者の過失であるとすると，当然，歩行者は

歩くほうを選択する。定った場合はEC2を考慮

に入れなければならないのに対し，歩いていれ

ば，ECを考慮する必要はないからである。この

場合，ドライパーにとっての期待事故費用は

EC1曲線で示されるが，過失責任の場合，ドライ

ノてーの過失も同時に考慮されなければならな

い。もしドライパーの注意義務水準がS*に定め

られていれば，ドライパーは?のスピードを選

択し， NBは図4-aのe1e3となり，最大となる。厳

格責任の場合は歩行者が歩くか走るかわからな

44・2'プ包

.7u 研
点u与
す二済

るかは，すなわち歩くか走るかは，ただ単に歩

行者が注意深いか否かを示しているのみであ

る。 ECzは歩行者が走ることによる歩行者の期

待事故費用であるが，それは他方で歩行者の便

益を高めるとすれば，B曲線をドライパーの便

益のみでなく歩行者の便益をも含むものと考え

ねばならない。すなわち縦軸は， ドライパーと

有行者の便益を合計した社会的総便益でなけれ

ばならない。歩行者の便益を考慮に入れると，

議論はもう少し複雑になる 15)。ここではさしあ

S 

経

B 

EC， 
EC， 
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B，EC 

をB+Bfに， EC曲線をEC+EC，にそれぞれシフトさ
せる。

EC，EC， 

S 

EC+EC， 
EC 

B+B， 
B 

図4-b 

一11γrill--よ。

B，B， 

15)ここでの説明は， BおよびNBはドライパーにとっ
ての便益のみを考慮して示されている。歩行者に
とっても，走るか歩くかによって便益が異なるわけ
であるから，実際には両方を考慮しなければならな
い。歩行者の便益をB"純便益をNB，としよう。他方，
歩行者の期待事故損失額は，歩いている場合はECの
ままであるが，速度を速めることによってEC，の損
失が加わるとしよう。
ドライパー，歩行者の両方を考慮した社会的総便
益，総期待事故費用，純便益は，それぞれ B+B"
EC+ECr， NB+NB，である。
NB+NB，=(B十B，)ー(EC+EC，)
である。歩行者の速度をらとし，歩く場合はら=0と
しよう。
B，=B，(S，) 
EC，=EC，(S，) 
S，= 0なら EC，=0 
ECは，歩いていても発生しうる歩行者の期待事故損
害であり， EC，は，走ることによって生ずる歩行者の
損害の増加である。これまでのグラブの上に，歩行
者の便益と期待事故費用を重ねて，図4-bのように
表現できる。歩行者の速度の増大(走る)は， B曲線
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いから， NBはele2かもしれないし， e1e3かもし

れない。過失責任の場合は，歩行者の過失とド

ライパーの過失の組み合わせになるが，歩行者

にとっては走った場合を過失とすれば，歩くほ

うを選択し， ドライパーにとっての期待事故費

用曲線はEC1曲線上の範囲にあり，もし?を注

意義務水準とすれば最適値が得られる。

寄与過失の抗弁のある厳格責任制において

は，ドライパーは同様に?を選択する。歩行者

は， ドライパーの抗弁が認められるならば事故

費用を自己負担する必要が生ずるので，歩くほ

うを選択する。したがって，歩行者を歩かせる

には，寄与過失の抗弁のある厳格責任ルールか，

過失責任ルールが望ましい。しかし，過失責任

ノレールでは， ドライパーの注意義務水準をどこ

に定めるかで，均衡解が最適解からずれる可能

性がある。たとえば?より高い水準に注意義務

を設定したならば，その高い水準ぎりぎりのス

ピードが選択されるだろう。これに対して寄与

過失の抗弁を認める厳格責任ルールでは，常に

S*が選択され，歩行者は歩くほうを選択するか

ら，その点で過失責任ルールよりも望ましいと

言える。

最安価損害回避者が誰かという点について

は，ケースパイケースで異なるし，数値例のと

り方で異なる。これを一般化しようとするなら

ば，なんらかの仮定が必要である。これまでの

議論における主要な仮定は，当事者がドライ

しかし， NB十NB，が最大になるようなSの水準と，
NBが最大になる?とが一致する保証はない。走る
ことによる便益の増加と，走ることによる期待事故

の増加とが，自動車のスピードSの如何にかかわら

ず一定なら，図1に歩行者の便益と期待事故費用を重
ねた図4-bは， B曲線， EC曲線を等距離だけシフト

させることによって描かれることになる。その場合

は，ドライバーにとっての最適速度S'は変わらな
い。しかし歩行者にとっては，最適速度S，はわからな
い。歩行者は速度を出すことによる便益の増加が，

期待事故費用を上回る限り，より速く走る。

おそらくは，歩行者がスピードを出すほど，事故

損失は大きくなるであろうから，S，が増大するほど，
EC曲線がB曲線よりも，より大きくシフトすること

になるであろう。

ノてーと歩行者のみであり， ドライパーの便益及

び期待事故損害額が速度のみに依存するという

こと，その上で

dB， ^ In¥ d2B 
(1) ~:::'> 0， (2) 一一守<0， dS ~ v， \~I dS2 

dEC ̂  "¥  d2EC (3) 一一>0， (4) ~-l~;:-> 0 dS ~ v， ¥i/ dS 

という仮定であった。このうち， (1) ， (3)は当

然の想定であるが，問題は(2)，(4)である。 (2)

については，通常の消費効用の想定と共通する

ところであり，現実的に妥当性のある仮定とみ

てよい。(4)についてはどうか。ECは事故が生じ

たときの費用に事故確率θをかけ合わせたもの

であって

EC= f)C (Cは事故費用)

と書ける。 Cを一定とすればECの動きは，もっ

ぱらスピードにともなう事故の確率θの変化に

依存する。

dEC d f)~ 
dS dS~ 

d8....... r¥ 1 1_...a::t~.r..1-..l.._ I r--t-i--?-.~ ~ lr¥ -;::+:;'._ d28 
>0は現実的な仮定であり，更にーす>0dS""-v ra. .....-.7u~ 1-1 -.J .0. IV¥...AL- '- ........... ./， .7--1--dS 

すなわち，スピードを出すほど事故の確率はよ

りいっそう高まるというのは妥当な仮定であ

る。その上， Cを一定と仮定したが，スピードを

出すほど事故被害も大きくなるというのが通常

のケースであろう。

次に歩行者の行動の仕方を含めた場合に， EC

がシフトするという点についてその仮定の妥当

性を考えてみよう。これまでの議論では歩く場

合にくらべて走る場合の事故費用の増加の仕方

がドライパーのスピードと関係なく一定である

と仮定した。すなわち， Sのすべての範囲につい

て同じ幅だけECが高まる，言いかえればEC曲

椋が平行移動すると仮定した。もしこの想定を

正しいとすれば，これまでの議論は妥当性があ

る。しかし走っている場合， ドライパーがより

スピードを出していると，期待事故費用はいっ

そう増大すると考えれば， EC曲線は平行移動で

はなく，より急勾配になるであろう。そうなる
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と，EC1とEC2で?の位置がず、れる。S*は左にシ

フトするだろう。

これまでの議論では，事故に影響する要因と

して速度のみを考慮していた。これに走行台数，

自動車の普及率，走行距離等，すなわち活動水

準を加えた場合，どのようになるかを考えてみ

よう。活動水準をQとする。自動車のケースでは

Qは走行台数，もし公害問題なら， Qは生産水準

として同じように問題を展開しうる。

B=B(S，Q) 

EC=EC(S，Q) 

すなわち便益，期待事故費用を説明する要因は，

速度と走行台数である。 QについてもSと同様

dB~ ^ d2B 
-一>0 :;~< 0 dQ/ V d対

dEC ̂  d2EC 
-一一>0 ~..:I~;-'> 0 dQ / V dQ 

と仮定しよう。

NB=B(S，Q) -EC(S，Q) 

活動水準が注意基準に加えられるならば，活動

水準は注意義務水準の設定によって影響され

る。しかしながら，Qにどんな注意義務水準を設
定するか，むずかしい。

活動水準と便益の関係だけをとりあげるな

ら，純便益最大化の行動から最適活動水準を導

出できる。厳格責任であれば，当然， NB最大化

をもたらす効率的な活動水準が得られる。過失

責任ルールの場合は，注意基準をどこに設定す

るかの問題であり，活動水準に注意基準を設定

することは現実問題としてむずかしい。

これまでの議論で責任ルールのあり方を事故

抑止に関しては，現実妥当性のある仮定のもと

で， ドライパーと歩行者という当事者間の責任

のあり方に限定した場合，次のように一般化し

うる。

ドライパーが一方的に加害者であり，歩行者

の行動は期待事故費用に影響を与えることはで

きないという前提のもとでは，

① 厳格責任Yレールは効率的解を与える。

② 過失責任ルールも，最適解をもたらす注意

義務水準を設定するならば，最適解は得られ

る。しかし，最適水準を見出すことはむずか

しいであろう。注意義務水準をきびしく設定

すれば，厳格責任にいっそう近づくことにな

り， ドライパーが最適な行動をとることは可

能になる。ルール設定者が最適な注意義務水

準を設定することが可能かどうかが問題にな

るのである。

歩行者も期待事故費用に影響を与えうるとい

う前提を加えると，

③ 厳格責任ルールは， ドライパーからみて最

適な選択をすることになるが，歩行者の行動

については，期待事故確率を下げる行動をと

らせる必然性はない。

④過失責任ルールは歩行者の注意を促すだ

け，より望ましい。しかしドライパーにとっ

ての注意義務水準をどこに設定するかで効率

的解が得られるかどうか変わりうる。

⑤ 寄与過失の抗弁をともなう厳格責任ルール

は，注意義務水準とは関係なく， ドライパー

に対して常に最適な選択を行わしめる，とい

う点で望ましく，歩行者も期待事故費用を考

慮せざるをえないから，結局，最も望ましい

結果が得られる。 事故に影響する要因を複

数とると，分析は複雑になる。しかし，一見

ケースノてイケースに思えることも，条件を設

定した場合，ある程度一般化しうることが明

らかになったと思う。

以上の議論は，事故に影響する要因をスピー

ドと歩行者側の注意すなわち歩くか走るかと

いった選択のみに限定していた。交通事故は実

際には各種の事故防止手段，防止費用のかけ方

に大きく影響される。しかも前節で述べたよう

に，防止装置については多くの問題がある。歩

道橋，信号機，ガードレール等の公共財，交通

巡査のような公共サービスもあれば，性能のよ

いブレーキ，パンパ一等，製造業者が提供する

私的財もある。
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図5-aこれらの防止装置及びその費用負担をどのよ

うに配分するのが社会的費用最小化に役立つ

か，というより大きな問題がある。しかしここ

では単純化のために，これらの問題は捨象し，

もっぱらスピードを説明変数として議論を進め

ている。したがって責任ルールのあり方も，当

事者に製造業者まで加えた場合，防止装置のあ

り方をも考慮に入れることにより，最適解は変

わってくるかもしれない。本稿ではそれらの問

題については省略している。

3.責任ルールと効率的解

環境汚染の場合一一

環境汚染は，一般的には生産活動の副産物と

して生ずるから，生産活動水準の関数としてあ

らわすことができる。生産の拡大とともに汚染

が発生するとした場合，汚染による費用と生産

費を含めた社会的費用を最小化する問題は，汚

染による費用すなわち外部不経済を内部化する

ことによって，言いかえれば，私的費用と社会

的費用のギャップをなくすことによって最適生

産水準を求めるというかたちで示すことができ

る。

いま，利潤をπ，生産量をQ，収入をR，私的

生産費をC，外部不経済をDとすると，外部不経

済を考慮しない(内部化しない)場合の私企業

の最適生産水準は，通常の利潤最大化行動に

よって得られる。すなわち

dπdR dC ^ 
dQ-dQ dQ-V 

となる生産水準Qを求めることによって得られ

る。外部不経済を内部化すると

dπdR d(C十D)ーハ
dQ dQ dQ 

すなわち，限界収入と限界社会的費用が一致す

る生産水準において最適となる。いま当該企業

が完全競争的産業に属している競争企業である

とすれば，当該企業の生産水準qは，図5-aに

よって示される。

価格P

町
一
匹
一
向
配
一
向

十
一
向

q 
q2 ql 

図5-aにおいて，横軸は当該企業の生産量q

を，縦軸は当該製品価格Pを示している。外部不

経済を考慮しない場合の生産水準はqlであり，

考慮した場合の生産水準はq2である。

これを産業全体に拡張したならば，図5-bの

ようにあらわすことができる。図5-bは，縦軸

に生産物単位当たりの価格を，横軸には生産量

をとっている。

図5-b 

P 

S2 

SI 

d 

Q 
Ql 

需要曲線は右下がりのd曲線として示され，供

給曲線は右上がりのS曲線である。供給曲線は

限界費用曲線の右上がり部分を集計したものと

言えるから，外部不経済を内部化しない場合の

供給曲線はSlで，内部化した場合の供給曲線は
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S2で示すことができる 1九外部不経済を内部化

しない場合の生産水準はQlであり，内部化した

場合の生産水準はQ2である。生産量は，外部不

経済を内部化することにより削減される lη。

以上の議論は環境汚染量がもっぱら生産水準

によって決まるという前提で進められていた。

しかし汚染量は公害防止装置を設置することに

よって削減しうる。防止装置費用をEとしよう。

外部不経済は生産量の拡大とともに増大する

が，防止装置費用をかけることによって削減さ

れる。

D=D(Q，E) 

dD， ^ dD 
一一>0 一一<0dQ~ v， dE 

の関係がある。

ここから次の問題が生ずる。生産費を減少す

ることと，防止装置を設置することのいずれが

社会的にみて望ましいか，という問題である。

環境汚染が二つの変数に依存するが故に，政策

的にはそれらの変数をどのように組み合わせて

動かすかが課題となる。

議論を単純化するために，まず生産量の変化

を考慮せず， D=D(E)すなわち，防止装置を設

置することによってのみ環境汚染を防ぐことが

できるという前提で議論を進めてみよう。

生産費をCで一定とし，防止装置の費用をE，
住民の単位当たり汚染被害額をDとする。(これ

16)供給曲線は限界費用曲線の右上がり部分であるか
ら，ここではS1はdC/dQを示しており，
d(C+D) 

S2=~一一一ーである。dQ 
17)これは次のかたちで表現できる。環境汚染は生産活
動の副産物であるから，DはQの関数として表現でき
る。

dD， ^ d2D D=D(Q)， 一一>0 一一言>0
dQ~ v， d可

という性質がある。
したがって社会的最適を求める問題は

π(Q)ニR(Q)ーC(Q)-D(Q)

のように表現できる。これは結局， S1からS2へのシ
フトと同じように扱うことができる。

までの記号をそのように読みかえよう。)

dD _ ̂ d2D 
一一<0， ::;;; < 0 dE 'v， dE 

と仮定する。生産量を一定として，装置費用と

環境汚染の関係を考えてみよう。 企業が汚染

費用をすべて支払う場合，すなわち，企業にす

べての汚染の責任があるとした場合，製品単位

当たりのフノレコストは，

装置を設置しない場合 C+D 

装置を設置した場合 C+E十D'

ただし， D'は，装置を設置しでも発生する汚染

被害額である。D>D'である。すなわち防止装置

の設置によって被害額は減少する。

C+D>C+E+D' 

である限り，防止装置をほどこすほうが社会的

費用を減少させる。防止装置の費用が，それに

よって減らすことができる汚染の損失以内であ

れば，防止装置を設置するほうが望ましい。

D-D'>E 

がその条件である。

DがQのみの関数と仮定した場合は，最適な生

産水準は， Dを内部化することによって得られ，

それは内部化しない場合にくらべてより低い水

準であった。防止装置をほどこして汚染を防ぐ

場合は，装置費用と汚染被害の減少との比較が

問題である。一般的には，汚染被害は生産水準

Qと防止装置Eの両方に依存する。

D=D(Q，E) 

のもとで， Q，EとDとの関係を図示すると図6の

ように示すことができる。

図6において，縦軸には生産量単位当たり純利潤

π，汚染による生産量単位当たり被害額Dを測

り，横軸には生産量Qを示している。右下がりの

曲線πは，生産量単位当たり利潤の動きを示し

ている。右上がりの曲線Dは，生産量単位当たり

汚染被害額， D'は，防止装置をほどこした場合
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図6

el 

民2

Q' Q* 

D 

D' 

Q" 
Q 

の生産量単位当たり汚染被害額である。もし汚

染について何らの規制もなく，発生者の責任が

問われないならば，生産量は純利潤額が最大に

なる生産水準(限界利潤がゼロになる生産水準)

Q 

OQ"に囲まれた額で示され，膨大になる。防止装

置を設置することを考慮せず，汚染損失が内部

化されるなら， D曲線はそのまま費用として付

加されることになるから，生産量はπ1曲線とD

曲線の交点e，に対応する生産量Q'に決まる。

公害防止装置を設置したならば， D曲線をD'

へとシフトさせることができるが，他方，防止

装置を設置する費用を要するので，それは純利

潤を減少させる。利潤曲線は下方へシフトする。

その場合，最適生産量はあ曲線とD'曲線の交点

e2に対応するQ*に決まる。 Q"とQ*のいずれが

大きいかは防止費用Eによる利潤曲線のシフト

と，汚染被害の減少によるD曲線のD'へのシフ

トの仕方に依存する。

被害額DをQとEの関数としたときの最適生

産水準は，被害額を差し引いた純利潤の大小に

よって決まる。生産量の減少のみによって被害

を減らす場合の純利潤はOe，d"汚染防止装置を

設置することによる純利潤は， Oe2d2であり，汚

染被害が内部化された場合，生産者は純利潤の

大きいほうを選択することになる。 環境汚染

の規制の方法としては，汚染物質の排出に関し

て総量を規制する方法もあるし，防止装置の設

置を義務づける方法もある。しかし生産量その

ものをある水準に抑制させるという方法は，そ

の抑制した水準が最適生産水準と一致する保証

がないだけにむずかしい。これに対して防止装

置の設置を義務づけるやり方は，最初から費用

を内部化させているから，企業としては利潤最

大化行動をとればおのずと最適生産量が導かれ

る。

以上の議論を前提として，次に公害に関する

責任制度のあり方が，効率的解の達成にどう影

響するかを考えてみよう。汚染量を削減するの

は，生産量の削減によっても，防止装置を設置

することによっても可能であるが，生産者の責

任の有無を問題にするとすれば，防止装置を設

置しているかどうかを判断基準にするのが自然

である。ここでは，装置を設置することによっ

てのみ，被害を減らすという場合を考えてみる。

過失責任ルール

過失の有無に関しては，公害防止装置を設置

しない場合のみ，企業側に責任がある，という

場合を考えよう。公害防止装置を設置したとし

ても，公害を完全に除去することはできないと

仮定する。図7は，縦軸に単位当たり価格と費用

を示している。横軸は生産水準である。もし公

害の責任が間われなければ，競争均衡価格は

P，=c (cは生産費で一定と仮定する)で，均衡
生産量はQ，である。

Pホ=
C十E+D'

P，=C+E 

P1=C 

図7

Q 
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過失責任ルールのもとでは，均衡価格は

P2=C+E 

であり，生産量はQ2である。しかし公害による

被害額を内部化した場合の最適価格は

P*=C十E+D'

であって，生産量はQ*であり，もし装置の設置

によっても完全に公害を排除することができな

ければ，過失責任ルールのもとではQ*<Q2で，

過剰消費が生じている。

厳格責任ルール

厳格責任ルールのもとでは，すべての被害は

企業が負担しなければならないから，被害額を

最初から組み込んだ価格設定が行われ，価格は

P*=C+E+D'となり，生産量はQ*となる。もし

過失責任ルールにおいても，一切の被害を防除

しない限り過失とみなすなら，それは厳格責任

ノレールと同じことになる。

公害の場合は，注意義務水準をどこに設定す

るか，何をめやすにするかで，効率的解が得ら

れるかどうかが決まってくる。被害の発生額の

すべてを企業の責任とし，被害の程度によって

過失の有無を認定するということになれば，厳

格責任ルールにおいてはじめて効率的解が得ら

れる。図7におけるP2は，防止装置の設置費用を

加えた価格であるのに対し，P*は，防止装置を

設置しでも発生する被害額をコストとして内部

化した場合の価格である。したがって，ここで

の議論は，生産量が被害額に影響しないかのよ

うに，もっぱら防止装置を設置するか否かを問

題にしていたが，実際は責任制度によって生産

量が変わることは言うまでもない。

これまでの議論は， D=D(E)すなわち社会的

損失額がもっぱら防止装置を施すか否かに依存

しているように扱って議論を進めてきた。しか

し繰り返し述べてきたように，汚染の発生は，

生産水準そのものの関数でもある。生産量Qを

変数としたときにQを減らすことによっても被

害額Dを減らすことはできる。そこでDの削減に

はQを減らすか防止装置Eを設置するかの選択

がある。その効果の大小は，防止費用と損害の

減少との関係，すなわち防止費用をかけること

dD E 
による損害減少への効果一・ 及び公害発生量

dE D 
♂dD Q 

と生産水準の聞か一・ーに依存する。この大小
dQ D 

関係によって公害抑制の効果は異なる。

dD Q¥I dD E I 
dQ D/ I dE D I 

ならば，公害防止装置を設置するよりも生産量

を減少させるほうが公害防止にはより有効で、あ

るということになる。

過失責任制度の場合，防止装置を設置するか

否かのみが過失の有無の判定基準であるなら

ば，企業は防止装置を施すのみで，生産量を削

減しようというインセンティブが働かない。た

とえ

dD _ Q¥I dD E I 
dQ D/ I dE D I 

であったとしても，公害防止装置を施すのみで

生産を削減しようとはしない1九公害防止装置

の設置によっても公害をすべてなくすことがで

きないとすれば，過失責任制度は社会的損失の

最小化にはならない。もし社会的損失を最小に

とどめ，最適生産水準を求めようとするなら，

被害額を内部化した場合の最適生産水準を注意

義務水準として設定しなければならない。これ

に対して厳格責任制であれば，企業は損失額を

18) D=D(Q， E)としたときに，過失責任制のもとでは，

何をもって過失とするかが問題になる。一つは防止

装置を設置したか否か，すなわちEを投じたか否か

が過失の有無の判断基準になる。しかし生産量Qも
またDの発生原因であるから， Qの水準について，た
とえば過大な生産を過失と見倣すということも考え

られる。だがQについて注意義務水準を決めること
はむずかしい。生産すること自体が過失であると

言ってしまっては生産活動を否定することであるか

らそれは無意味であるし，何をもって過大な生産と

見倣すかの根拠もあいまいである。しかし実際には

生産活動自体が不可避的に公害の発生をもたらし，

かつそれがきわめて大きな影響があるという場合

は，総量規制のようなかたちをとらざるをえないで

あろう。
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すべて補償しなければならないから，防止装置

の設置ばかりでなく，生産量の削減をも考慮、し，

最適生産量を選択することになる。要するに，

外部不経済をすべて内部化することが最適生産

水準をもたらす道であるl九

4.責任ルールと効率的解 製品欠陥

製品欠陥について，責任制度のあり方が社会

的損失を最小化する問題は，事例のとり方に

よっていろいろなケースがありうる。ここでは，

これまで最も多く論じられた事例で，かっ最も

単純な場合を想定して議論を進めよう。

いま，同一用途で安全性は高いが価格も高い

製品と，安価でトあるが危険性のある製品の二種

類があるとして，効率の視点からいずれの責任

制が望ましいかを検討しよう。かりに安価だが

期待事故損害率が高いぴんと，高価だ、が安全な

缶があるとする。それぞれの生産費，事故確率，

事故による損害額，期待事故費用等の記号を，

表1のように示す2ヘ期待事故費用は，事故によ

る損害額に事故確率をかけ合わせたものであ

表1

単位当たり事故確率事故による 期待 単位当たり

生産量 損害額事故費用フルコスト

びん Cb 
缶 C，

Pb 

P， 
Db 

D， 
PbDb Cb+PbDb 

P，D， C，+ P，D， 

19)利潤最大化行動をとっている場合，選択する生産量
は次のかたちをとる。

D=D(Q， E) 

7l=R(Q)ー C(C十D)
=R(Q)ー C CC+D(Q， E)) 

利潤最大化は

R'(Q) =C' CC+D(Q， E)) 

を解くことによって得られる。

20)製品欠陥をめぐる問題について，事例は数多くある。
ここではポリンスキーによって示された数値例を一

般的な形にして表現した。 A.M.Polinsky，An lntro-
duction to Law and Economics 1983，原因康夫，中

島巌訳「入門法と経済~ CBS出版1986，141-142ペー
ジ参照。

る。びんは添字b，缶は添字Cで、示す。

期待事故費用は事故による損害額に事故確率を

かけ合わせたものであり，ぴんと缶それぞれに

ついて， PbDb' PcDcである。

生産費は安全性の高い缶のほうが高い。

Cb<Cc 

期待事故確率はびんのほうが高い。

Pb>Pc 

事故損害額もびんのほうが高いとしよう。

Db>Dc 

したがって

PbDb>PCDC 

となる。もし

Cb + PbDb>Cc+ PcDc 

ならば，缶を選択する。

製品欠陥をめぐる問題において重要なポイン

トになるのは，情報の非対称性という問題であ

る。消費者が完全な情報を持っている場合は，

期待事故損害額について予測ができる。逆に消

費者が情報を持っていない場合は，期待事故損

害額については考慮しないものと考えよう。ま

ず消費者が完全情報を持っている場合について

みよう。

厳格責任の場合

生産者は事故が起こった場合の危険負担を考

慮しなければならないから，びんについては

Cb+PbDbの価格で，缶についてはCc+PcDcの
価格で販売する。これまでの前提どおり， Cb+ 
PbDb >Cc+ PcDcなら，消費者は安い缶を選択す

る。

過失責任ルールの場合

過失の認定基準について，生産者は危険なび

んについてのみ(事故が起こった場合)有責で

あるとすると，消費者はPcDcを考慮、して購入す
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る。なぜなら消費者は完全情報を持っていると

いう前提にたっているから，合理的行動をとる

場合， PcDcが計算に入るからである。この場合

もCb+PbDb>CC+ PcDcなら，やはり消費者は

缶を選択する。したがって，厳格責任制であれ

過失責任制であれ，期待事故費用を考慮、に入れ

た場合，危険なびんのほうが高くつくという前

提のもとでは(生産費がたとえ缶の方が高くと

も)缶が選択され，びんは市場から姿を消すこ

とになる。そしてこれは社会的損失の最小化と

いう観点からは望ましい結果である。

このことは環境汚染の場合と同じで，事故や

汚染の損失が完全に内部化され，製品価格に転

嫁されていれば，社会的に最も望ましい結果が

得られることを意味している。

ところで，かつてブキャナンは製造物責任制

度は消費者の選択の自由を奪うということを指

摘した。それは安いけれど危険なぴんと高いけ

れども安全な缶があった場合，危険を承知で安

いびんを欲する消費者がいれば，びんも供給さ

れるべきだ，という考え方にもとづいている21)。

ブキャナンの主張をもう少し理論的に考えると

次のようになる。これまでの議論は，暗黙のう

ちに当事者が危険中立的であることを前提とし

てきた。もし消費者に危険選好者もいれば危険

回避者もいるとすれば，危険選好者は，自分の

効用水準と価格とみくらべて購買行動をとるわ

けであり，いまぴんと缶の価格が期待事故費用

を含めて客観的に決まっていたとしたときに，

びんのもたらす効用の価格に対する比が，缶の

もたらす効用の缶の値段に対する比を上回って

いる，ということである。危険選好者のびんへ

21)ブキャナンの消費者主権，消費者の選択の自由を強
調する立場は種々の論稿で首尾一貫しているが，製

造物責任との関連では， The Univ巴rsityof Chicago 
Law Reviewでの製造物責任特集の中の論文に示さ

れている。 JamesM.Buchanan，“In Defense of 
Caveat Emptor': in Symposium -Product Liability: 

Economic Analysis and the Law， The U，日iversity
01 Chicago Law Review， Vo1.38， NO.1， Fall 1970. 

の効用をULb，缶に対する効用をULCとしよう。

危険選好者にとっては

ULb ¥ ULC 
一一
Cb + PbDb ' Cc+ PcDc 

という状態が発生しており，他方，危険回避者

のぴんと缶に対する効用をそれぞれUab，Uacと

すると，危険回避者にとっては

Uab Uac . 
Cb十PbDb 、 Cc十PcDc

となっており，全体として市場における需給均

衡が成り立っている，という状況である，とい

うことになる。もちろん，これはそれぞれの価

格が生産者によって与えられているという前提

にたった議論であり，理論的には，上述の状況

があれば需給と価格応変動が起こり，上の式の

不等号が等号となって均衡するということにな

る。その場合，もちろんびんは市場に存在して

いる。だから，ブキャナンの批判は，危険愛好

者の存在を最初から排除して議論を展開するこ

とに対する批判でもある。

危険愛好者の行動を，価格と効用の対比とい

うかたちで示したが，別な言い方をすれば，危

険愛好者は事故の期待値が低いのだ，というよ

うに表現することもできるだろう。 PbDb'PcDc 

は，主観的予測にもとづくものであり，この予

測値が人によって異なる，というように議論す

ることも可能である。

さて，これまで本節で展開した議論において

は， Cb十九Db>CC+PCDCを前提にしていた。す

なわち缶はびんよりも安全だが高い，しかし期

待事故費用を考慮すると缶のほうが安い，とい

う前提である。しかし，もし期待事故費用を計

算に入れてもびんのほうが安いということにな

れば，びんも市場に出廻る。この場合， PbDb> 

PcDcであるから，当然Cb<Ccであり，かつCb十

PbDb <Cc+ PcDcである。これはPbDb-PCDC<

Cc一Cbを意味しており，期待事故費用を減少さ

せる以上に安全のためのコストがかかることを

意味している。この場合は，缶が市場に出廻ら

ないということになるだろうか。この場合は明
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らかに危険財であるびんのほうが，期待事故費

用を考慮、に入れても社会的費用を節約している

ことになり，消費者が完全情報を持っていて期

待事故費用を正しく考慮し，それを含めた価格

づけがなされるなら，缶は姿を消すということ

になる。しかし実際にはそのようには考えにく

い。ということは，高い価格を支払ってもより

安全な缶を選択したいという危険回避者がいる

からである。このように考えると，買手が危険

選好者，危険回避者に分化している場合は(そ

して現実はそのとおりであるが)，消費者の選択

の自由はまもられ，両方の財が市場に出廻ると

いうことになる。

もし，それでも危険財を放逐しようとするな

ら，それは市場の原理によらず，国家政策によ

る禁止という手段によらざるをえない。では，

国家政策による禁止を正当化する根拠は何か。

それには基本的に二つの根拠がありうるであろ

う。一つはパターナリズムである。すなわち，

たとえ本人が選好しでも結局本人のためになら

ない，という判断にもとづく政策的介入である。

もう一つは，事故が選好した当事者だけでなく

周辺に被害を及ぽす場合である。これは言いか

えれば消費に際して発生する外部不経済が存在

する場合である。喫煙などもその一例に挙げる

ことができるだろう。

以上は選択の自由を許容する社会において生

産や消費を禁止することを正当化する根拠の問

題であるが，こうした問題については，別稿に

ゆずりたい。

消費者が情報を持たない場合

財の危険性についての情報が生産者と消費者

の間で非対称的であるというのはむしろ一般的

である。消費者の情報が不完全である場合につ

いて考えてみよう。 企業はぴんと缶それぞれ

について， Cb， Ccの価格で販売しようとする。

それは消費者が事故の可能性について無知であ

り，PbDb' PcDcをまったく考慮していないから

である。その結果，生産者としては， Cb， Ccで

販売せざるをえない。結果として過剰消費が生

ずる。これを図示すると第8図のようになる。

Cb+PbDb 

Cb 

。

Cc+ PcDc 

Cc 

。

図8

びん

e， e3 

:e2 

Q*b Q'b 

缶

Q九Q'c

図8は，びん，缶それぞれについて，横軸に生産

量，縦軸に単位当たり価格，費用をとっている。

生産費を一定とした場合，生産量はそれぞれ

Q九， Q九であるが，消費者にCb，Ccの価格で販

売するなら，消費量はQ'b'Q'cとなる。びんを例

にとると， el e2e3の厚生上の損失が発生してい

ることになる。しかし消費者の情報が不完全で

あっても，企業としては，事故が生じたときの

期待事故損害額は念頭に入れている。無賠償責

任制であるならば，価格はCb; Ccである。もし

厳格責任制であるならば，たとえ情報が非対称

的であっても，生産者はCb+ PbDb' Cc+ PcDcの
価格付けを行うだろう。たしかに， Cb， Ccで販

売した場合より販売量は減少するが，ロスは少

ない。 Cb，Ccで販売した場合にはPbDbXOQ'bの

事故費用を負担しなければならないからであ
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り， Cb+PbDbあるいはcc十PcDcで販売したと
きにくらべてムe，e2e3のロスが生ずることにな

るからである。以上のように効率的解を得るに

は厳格責任制が望ましいことになる問。

これまでの議論では，消費者の注意義務につ

いては考慮せず，もっぱら消費者の情報が完全

かどうかという点のみを考慮して，責任制度の

あり方がもたらす結果を見てきた。

しかし，消費者の側にも交通事故の場合にお

けるように注意義務がありうる。使用上の注意

をよく読まなかったり不用意な使用をしたとい

うケースはありうる。消費者がよく注意をして

いれば，事故は防げるし，また消費者の用心や

注意には，さして多くのコストを要しない。そ

ういう点を考慮すれば厳格責任が最も望ましい

とばかりは言えない。

本稿においては，消費者の注意力の問題や保

険制度，およびそれにともなうモラルハザード

の問題，更に，実際に事故が起こった場合の事

務処理費用や公共財的な防止コストの問題等は

捨象している。本稿ではできるだけ単純化し，

責任制度と社会的費用最小化の問題に焦点を

絞って議論を進めた。

社会的費用最小化の問題は，もっと多くの要

素を考慮した上で展開されなければならない

が，それは今後の課題であり，別稿にゆずりた

しユ。

22)現在，製品欠陥については，厳格責任制が世界の趨

勢となっている o その根拠は，本稿で示したことば

かりではない。法律学的立場からは他の理由がいろ

いろある。しかし，ここでは法と経済学の立場から，

もっぱら効率的解をもたらす場合にのみ限定してい

る。

厳格責任は，他の条件を不変とし，本稿で暗黙の

うちに仮定した条件の範囲内でみれば，効率的解を

もたらすが，他面， リスクをともなうような新製品

開発意欲を阻害するなど，マイナス面を持つことも

たしかである。生産や雇用の拡大がもたらす社会的

厚生を最大化する，という視点で，社会的最適を求

めるとすれば，議論はもっと複雑になる。そのよう

なより大きな問題は別としても，開発意欲を阻害す

るといったマイナスを除くには，開発業者に対して

各種の抗弁の余地を残しておくことが必要である。
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